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(57)【要約】
　
【課題】　液状現像剤の漏出を防止し、画像形成装置内
部の汚染を防止することのできる画像形成装置を提供す
ることである。
【解決手段】　画像形成装置３０は、現像剤供給手段２
０を含んで構成される。現像剤供給手段２０は、液状現
像剤２２を保持し、液状現像剤２２を供給する。現像剤
供給手段２０は、貯留部２３と、攪拌部２４と、支持部
２５と、駆動部２６とを有する。貯留部２３は、内部空
間が形成され、固体成分が分散した液状の液状現像剤２
２を内部空間に貯留する。液状現像剤２２は、液体のキ
ャリア液と、キャリア液に分散した固体成分を含んでい
る。攪拌部２４は、内部空間に設けられ、貯留部２３に
貯留された液状現像剤２２を攪拌可能である。支持部２
５は、貯留部２３に内部空間を臨んで設けられ、攪拌部
２４を支持する。駆動部２６は、攪拌部２４を駆動する
ことによって、攪拌部２４に液状現像剤２２を攪拌させ
る。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体を含む液状現像剤を保持する現像剤保持手段であって、
　　内部空間が形成され、液状現像剤を前記内部空間に貯留する貯留部と、
　　前記内部空間に設けられ、予め定める回転軸線まわりに回転することによって前記貯
留部に貯留された前記液状現像剤の移動を補助する回転部と、
　　前記貯留部に前記内部空間を臨んで設けられ、前記回転部を支持する支持部と、
　　前記回転部を前記回転軸線まわりに回転駆動する駆動部とを有する現像剤保持手段を
含むことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記駆動部は、前記回転部を予め定める軸線まわりに回転させ、
　前記支持部は、前記回転部を前記軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有し、
　該軸受は、前記貯留部に設けられることを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記駆動部は、所定の直線まわりに回転する回転軸を含み、
　前記所定の直線は、前記貯留部に貯留される液状現像剤の液面に角度を成す直線である
ことを特徴とする請求項１または２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記駆動部は、かさ歯車を有し、該かさ歯車を介して、前記回転部を予め定める軸線ま
わりに回転させ、
　前記回転部は、前記軸線まわりに回転することによって前記液状現像剤を攪拌し、
　前記支持部は、前記回転部を、前記軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有すること
を特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記かさ歯車は、ねじれかさ歯車であることを特徴とする請求項４に記載の画像形成装
置。
【請求項６】
　前記駆動部は、ハイポイドギア対を有し、該ハイポイドギア対を介して、前記回転部を
予め定める軸線まわりに回転させ、
　前記支持部は、前記回転部を、前記軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有すること
を特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の画像形成装置。
【請求項７】
　光導電性を有する表面部を含み回転可能に設けられる感光体と、
　前記感光体の表面部に接触または近接して配置され、前記表面部を帯電させて静電潜像
を形成する帯電手段と、
　前記感光体の前記表面部に付着した前記液状現像剤を前記表面部から除去するクリーナ
とをさらに含み、
　前記現像剤保持手段は、前記感光体の回転に伴う前記表面部の移動経路に関して前記帯
電手段よりも下流側、かつ前記クリーナよりも上流側に配置され、前記表面部に前記液状
現像剤を供給することを特徴とする請求項１～６のいずれか１つに記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記現像剤保持手段は、前記貯留部の内部空間に配置される仕切板であって、
　　前記感光体の前記表面部に供給されるための液状現像剤が貯留される貯留用空間と、
前記駆動部の少なくとも一部が配置される駆動部用空間とを仕切る仕切板をさらに含むこ
とを特徴とする請求項７に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記液状現像剤は、固体成分と、固体成分が分散した液体とを含み、
　前記現像剤保持手段は、液状現像剤の移動に関して最も上流側に配置される現像剤供給
手段であり、
　前記回転部は、前記液状現像剤を攪拌可能であることを特徴とする請求項１～８のいず
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れか１つに記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体を含む液状現像剤を用い、記録シートに画像を形成する画像形成装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　図９は、第１の従来技術に係る画像形成装置における現像剤供給部１の断面図である。
第１の従来技術に係る画像形成装置において、液体現像剤２を貯留するハウジング３内に
は、スクリュー４が配置される。スクリュー４の両端の軸部５は、ハウジング３の両端壁
６から突出し、両端壁６に対してオイルシール７および軸受８によって回転自在に支持さ
れる（たとえば特許文献１参照）。
【０００３】
　第２の従来技術に係る画像形成装置において、現像剤貯留容器の上面には、ブラケット
が取付けられ、ブラケットには、攪拌スクリューを回転駆動するための入力軸が回転可能
に支持されている。攪拌スクリューは、入力軸によって回転され、現像剤貯留容器内の液
体現像剤が攪拌される（たとえば特許文献２参照）。
【０００４】
　第３の従来技術に係る画像形成装置において、現像容器のＵ溝には現像ローラの軸部が
差し込まれ、Ｕ溝と軸部との間には隙間が生じている。現像液は隙間を満たし、表面張力
が作用して現像液の漏出が防止される。
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－３３８７３４号公報
【特許文献２】特開２００５－１８９６１０号公報
【特許文献３】特開平１０－２０６７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　第１の従来技術に係る画像形成装置では、オイルシール機構が必要になる。このため、
その製造・組み立てが複雑になるとともに、部材コストも高価となり、製品コストが上昇
するという課題がある。さらにオイルシール７と回転部材の間に隙間が生じて液状現像剤
が漏出するという問題点がある。さらに、回転部材が軸方向に移動する場合にも、オイル
シール７の変形により、オイルシール７と回転部材の間に隙間が生じて液状現像剤が漏出
するという問題点がある。さらに、オイルシール７と摺動しながら回転する回転部材５の
軸が摩耗してオイルシール７と回転部材５の間に隙間が生じて液状現像剤３が漏出すると
いう問題点がある。特に、湿式画像形成装置内では、液状現像剤内での回転部材として樹
脂で一体成型されたスクリュー部材やパドル部材、また小径の金属軸の周囲にゴム層を形
成したローラが使用されることが多く、高剛性かつ高精度な部材を用いることは、コスト
が上昇する要因となる。
【０００７】
　第２の従来技術にかかる画像形成装置においては、現像剤貯留容器内の液体現像剤が、
攪拌スクリューを回転駆動するための入力軸とブラケットとの間から入力軸に沿って漏出
し、画像形成装置本体の機内を汚染するという問題点がある。
【０００８】
　第３の従来技術にかかる画像形成装置においては、現像ローラの回転部と液漏れを防止
する差込部の間に隙間があるため、液状現像剤の漏出、流出を防止することができないと
いう問題点がある。
【０００９】
　本発明の目的は、液状現像剤の漏出を防止し、画像形成装置内部の汚染を防止すること
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のできる画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に従えば、画像形成装置は、現像剤保持手段を含んで構成される。現像剤保持手
段は、液体を含む液状現像剤を保持する。現像剤保持手段は、貯留部と、回転部と、支持
部と、駆動部とを有する。貯留部は、内部空間が形成され、液状現像剤を内部空間に貯留
する。回転部は、貯留部の内部空間に設けられ、予め定める回転軸線まわりに回転するこ
とによって、貯留部に貯留された液状現像剤の移動を補助する。支持部は、貯留部に内部
空間を臨んで設けられ、回転部を支持する。駆動部は、回転部を回転軸線まわりに回転駆
動する。
【００１１】
　また本発明に従えば、駆動部は、回転部を予め定める軸線まわりに回転させ、支持部は
、回転部を、軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有する。軸受は、貯留部に設けられ
る。
【００１２】
　また本発明に従えば、駆動部は、所定の直線まわりに回転する回転軸を含み、所定の直
線は、貯留部に貯留される液状現像剤の液面に角度を成す直線である。
【００１３】
　また本発明に従えば、駆動部は、かさ歯車を有し、該かさ歯車を介して、回転部を予め
定める軸線まわりに回転させ、回転部は、軸線まわりに回転することによって液状現像剤
を攪拌する。支持部は、回転部を、軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有する。
【００１４】
　また本発明に従えば、かさ歯車は、ねじれかさ歯車である。
　また本発明に従えば、駆動部は、ハイポイドギア対を有し、該ハイポイドギア対を介し
て、回転部を予め定める軸線まわりに回転させる。支持部は、回転部を、軸線まわりに回
転可能に支持する軸受を有する。
【００１５】
　また本発明に従えば、画像形成装置は、感光体と、帯電手段と、クリーナとをさらに含
んで構成される。感光体は、光導電性を有する表面部を含み、回転可能に設けられる。帯
電手段は、感光体の表面部に接触または近接して配置され、表面部を帯電させて静電潜像
を形成する。クリーナは、感光体の表面部に付着した液状現像剤を表面部から除去する。
現像剤保持手段は、感光体の回転に伴う表面部の移動経路に関して帯電手段よりも下流側
かつクリーナよりも上流側に配置され、感光体の表面部に液状現像剤を供給する。
【００１６】
　また本発明に従えば、現像剤保持手段は、仕切板をさらに含んで構成される。仕切板は
、貯留部の内部空間に配置され、感光体の表面部に供給されるための液状現像剤が貯留さ
れる貯留用空間と、駆動部の少なくとも一部が配置される駆動部用空間とを仕切る。
【００１７】
　また本発明に従えば、固体成分と、固体成分が分散した液体とを含み、現像剤保持手段
は、液状現像剤の移動に関して最も上流側に配置される現像剤供給手段であり、回転部は
、液状現像剤を攪拌可能である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、回転部は、貯留部の内部空間に設けられ、支持部は、貯留部に内部空
間を臨んで設けられる。これによって、貯蔵部に貯留された液状現像剤の移動を補助する
ことと、液状現像剤の貯留部からの漏れを防止することとを両立することができる。回転
部は、貯留部の内部空間に設けられ、攪拌部を支持する支持部は、内部空間を臨んで貯留
部に設けられるので、支持部は、貯留部の外部空間に突出することなく回転部を支持する
ことができる。これによって、支持部に沿って液状現像剤が貯留部の内部空間から外部空
間に漏れることを防止することができる。また、支持部に沿った液状現像剤の移動を阻止
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するための密閉を省くことができる。したがって、支持部に設けられる密閉のための部材
を省くことができる。これによって、部品点数を低減し、製造にかかる工程数を低減し、
製造費用を低減することができる。また液状現像剤の漏れを防止することができるので、
貯蔵部の外部空間における液状現像剤による汚染を防止することができる。
【００１９】
　また本発明によれば、駆動部は、回転部を予め定める軸線まわりに回転させ、支持部は
、回転部を、軸線まわりに回転可能に支持する軸受を有する。軸受は、貯留部に設けられ
る。これによって、貯留部から離れた位置に軸受を設ける構成に比べて、支持部の構造を
簡単化することができる。
【００２０】
　また本発明によれば、駆動部は、所定の直線まわりに回転する回転軸を含み、所定の直
線は、貯留部に貯留される液状現像剤の液面に角度を成す直線である。これによって、回
転部に対する駆動部の相対位置を、回転軸線の延長線上とは異なる位置に配置することが
できる。したがって、駆動部を設ける設定位置を、異なる構成とすることができ、駆動部
の設計にかかる自由度を高くすることができる。したがって駆動部を、液状現像剤の液面
よりも上方に配置することも可能となる。
【００２１】
　また本発明によれば、駆動部は、かさ歯車を有し、該かさ歯車を介して、回転部を予め
定める軸線まわりに回転させ、支持部は、回転部を、軸線まわりに回転可能に支持する軸
受を有する。これによって、駆動部および駆動部による回転部の動作を簡単化することが
できる。回転部は予め定める軸線まわりに回転することによって液状現像剤を攪拌するの
で、単一の繰返し動作を行うことによって攪拌することができる。また回転部を回転させ
る駆動部は、かさ歯車を介して駆動力を伝達するので、他の駆動機構によって駆動力を伝
達する場合に比べて、簡単な構成によって駆動部を実現することができる。
【００２２】
　また本発明によれば、かさ歯車は、ねじれかさ歯車である。これによって、互いに噛合
う２つのねじれかさ歯車が、両方のねじれかさ歯車の回転軸線を含む平面に平行な方向に
振動することを防止することができる。したがって、すぐばかさ歯車を使用する場合に比
べて、かさ歯車の駆動に伴う振動および騒音を低減することができる。
【００２３】
　また本発明によれば、駆動部は、ハイポイドギア対を有し、該ハイポイドギア対を介し
て、回転部を予め定める軸線まわりに回転させ、支持部は、回転部を、軸線まわりに回転
可能に支持する軸受を有する。これによって、ハイポイドギア対を成す２つの歯車のうち
、一方の歯車の軸線と他方の歯車の軸線とを、ねじれの位置に配置することができる。し
たがって、すぐばかさ車を使用する場合に比べて、駆動部の設計にかかる自由度を高くす
ることができる。
【００２４】
　また本発明によれば、画像形成装置は、感光体と、帯電手段と、クリーナとをさらに含
んで構成される。感光体は、回転可能に設けられる。帯電手段は、感光体の表面部に接触
または近接して配置され、表面部を帯電させて静電潜像を形成する。現像剤保持手段は、
感光体の回転に伴う表面部の移動経路に関して帯電手段よりも下流側かつクリーナよりも
上流側に配置され、感光体の表面部に液状現像剤を供給する。これによって、貯留部に貯
留された液状現像剤が感光体の表面部に供給されても、帯電手段が液状現像剤によって汚
染されることを防止することができる。
【００２５】
　また本発明によれば、現像剤保持手段は、仕切板をさらに含んで構成される。仕切板は
、貯留部の内部空間に配置され、感光体の表面部に供給されるための液状現像剤が貯留さ
れる貯留用空間と、駆動部の少なくとも一部が配置される駆動部用空間とを仕切る。これ
によって、駆動部において発生する可能性のある磨耗粉が、液状現像剤に混入することを
防止することができる。したがって、画像の均一性を保持することができ、画像品質の低
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下を防止することができる。
【００２６】
　また本発明によれば、液状現像剤は、固体成分と、固体成分が分散した液体とを含み、
現像剤保持手段は、液状現像剤の移動に関して最も上流側に配置される現像剤供給手段で
あり、回転部は、液状現像剤を攪拌可能である。これによって、固体成分を含む液状現像
剤を、その移動に関して最も上流側で、攪拌しておくことができる。したがって、固体成
分と液体とが分離することを防止することができる。また液状現像剤が貯留部の内部空間
から外部空間に漏れることが防止されるので、液状現像剤を均一化することと、貯蔵部の
外部空間における液状現像剤による汚染を防止するとを、両立することができる。
【００２７】
　また回転部は、貯蔵部を貫通することなく、貯蔵部の内部空間に設けられるので、回転
部の軸受には、気密性を有するシール材を省略することが可能となる。したがって、回転
部が軸受に対して気密を維持しながら摺動する場合に比べて、回転部を硬度の低い材料で
実現することが可能となる。これによって、回転部を樹脂で作製することができ、作成費
用を低減することもできる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、図面を参照しながら本発明を実施するための形態を、複数の形態について説明す
る。以下の説明においては、各形態に先行する形態ですでに説明している事項に対応して
いる部分には同一の参照符を付し、重複する説明を略する場合がある。構成の一部のみを
説明している場合、構成の他の部分は、先行して説明している形態と同様とする。実施の
各形態で具体的に説明している部分の組合せばかりではなく、特に組合せに支障が生じな
ければ、実施の形態同士を部分的に組合せることも可能である。またそれぞれの実施形態
は、本発明に係る技術を具体化するために例示するものであり、本発明の技術的範囲を限
定するものではない。本発明に係る技術内容は、特許請求の範囲に記載された技術的範囲
内において、種々の変更を加えることが可能である。
【００２９】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態における現像剤保持手段を、回転部２４の回転軸線に平
行な平面で切断して見た断面図である。図１には、現像剤保持手段が、画像形成装置内で
液状現像剤の移動に関して最も上流側に配置される現像剤供給手段２０である場合を図示
する。図２は、本発明の第１実施形態に係る画像形成装置３０の側面図である。図２にお
いて画像形成装置３０は、筐体を除いて示されている。第１実施形態に係る画像形成装置
３０は、記録シート２１に画像を形成する装置である。記録シート２１は、たとえば普通
紙、トレーシングペーパ、樹脂から成るシートなどである。画像形成装置３０は、たとえ
ば複写機、プリンタ、ファクシミリなどに用いられ、電子写真方式で画像を形成する装置
である。具体的には、固体成分と、該固体成分が分散した液体とを含む液状現像剤２２を
用いる湿式の現像剤供給手段２０を備える。
【００３０】
　画像形成装置３０は、現像剤保持手段を含んで構成される。現像剤保持手段は、液体を
含む液状現像剤２２を保持する。現像剤保持手段は、貯留部２３と、回転部２４と、支持
部２５と、駆動部２６とを有する。貯留部２３は、内部空間が形成され、液状現像剤２２
を内部空間に貯留する。回転部２４は、内部空間に設けられ、予め定める回転軸線まわり
に回転することによって、貯留部２３に貯留された液状現像剤２２の移動を補助する。支
持部２５は、貯留部２３に内部空間を臨んで設けられ、回転部２４を支持する。駆動部２
６は、回転部２４を回転軸線まわりに回転駆動する。
【００３１】
　本実施形態において液状現像剤２２は、液体のキャリア液と、キャリア液に分散した固
体成分を含んでいる。また回転部２４は、貯留部２３内の液状現像剤２２の一部を移動さ
せることによって液状現像剤２２を攪拌可能な攪拌部である。
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【００３２】
　第１実施形態において、画像形成装置３０は、静電潜像担持体となる感光体４１を複数
含む。本実施形態において画像形成装置３０は、黄色画像用、マゼンタ画像用、シアン画
像用、および黒色画像用の４つを備えるカラー画像を形成可能とするタンデム方式のカラ
ー画像形成装置である。画像形成装置３０は、ネットワーク（図示せず）を介して接続さ
れたパーソナルコンピュータ（personal computer, 略称「ＰＣ」）等の各種端末装置か
ら送信される画像データ、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ等（図示せず）から送
信される画像データ、スキャナ等の原稿読み取り装置（図示せず）によって読み取られた
画像データ、およびＰＣなどの外部装置で創出されて伝達される画像情報に基づいて、記
録シート２１となる用紙に対して、カラー画像またはモノクロ画像を形成するプリンタ機
能を有するものである。
【００３３】
　画像データは、無線や有線を使用して送信できる。無線では、例えば、無線ＬＡＮ（
local area network, 略称「ＬＡＮ」）、ＷｉｒｅｌｅｓｓＵＳＢ（略称「ＵＷＢ」）、
Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、ＩＥＥＥ　８０２．１６－２００４、ＩＥＥＥ　８０２．１６ｅ、
ＩＥＥＥ　８０２．１６ａ、およびＩＥＥＥ　８０２．１６ｈ等の規格を満たす移動体通
信網を利用してもよく、衛星通信網、ＬＥＤ照明無線を含む光無線、ＩｒＤＡおよびリモ
コンを含む赤外線等を利用してもよい。また、有線では、例えば、ＩＥＥＥ１３９４、Ｕ
ＳＢ、電力線搬送、ケーブルＴＶ回線、電話線、ＡＤＳＬ回線、インターネット、イント
ラネット、エキストラネット、ＬＡＮ、ＩＳＤＮ（integrated services digital 
network）、付加価値通信網（Value Added Network, 略称「ＶＡＮ」）、ケーブルテレビ
（cable television, 略称「ＣＡＴＶ」）通信網等が利用可能である。ＩＥＥＥは、電気
電子学会（The Institute of Electrical and Electronics Engineers」の規格であるこ
とを表す。
【００３４】
　画像形成装置３０は、感光体４１と、帯電手段４２と、クリーナ４４とを含んで構成さ
れる。感光体４１は、光導電性を有する表面部を含み、回転可能に設けられる。帯電手段
４２は、感光体４１の表面部に接触または近接して配置され、表面部を帯電させて静電潜
像を形成する。クリーナ４４は、感光体４１の表面部に付着した液状現像剤２２を感光体
４１の表面部から除去する感光体クリーナである。現像剤供給手段２０は、感光体４１の
回転に伴う表面部の移動経路に関して帯電手段４２よりも下流側かつクリー４４ナよりも
上流側に配置され、感光体４１の表面部に液状現像剤２２を供給する。
【００３５】
　この画像形成装置３０は、フルカラープリンタであり、画像情報が、ブラック（ｂ）、
シアン（ｃ）、マゼンタ（ｍ）、イエロー（ｙ）の各色を用いるカラー画像に応じたもの
である。したがって、現像剤供給手段２０に含まれる作像ユニット４０、および作像ユニ
ット４０を構成する各部材は、各色に対応してそれぞれ４つ設けられる。ここでは、各色
に応じて４つずつ設けられる各部は、各色を表すアルファベットを参照符号の末尾に付し
て区別し、総称する場合は参照符号のみで表す。画像形成装置３０は、現像剤供給手段２
０と、転写手段３２と、記録媒体供給手段３３と、定着手段３４と、排出手段３５とを含
む。
【００３６】
　画像形成装置３０は、具体的には図２に示すように、中間転写ベルト４６に画像を形成
する機能を有する作像ユニット４０（Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋ）、この作像ユニット４０で中間
転写ベルト４６に形成されたトナー画像を記録シート２１に転写させる機能を有する２次
転写ステーション部、記録シート２１に転写された記録画像を定着させる機能を有する定
着装置、記録シート２１を載置する供給トレイ５３から２次転写ステーション部および定
着装置へと記録シート２１を搬送する機能を有する紙搬送部４９を備えている。
【００３７】
　作像ユニット４０は、黄色画像用、マゼンタ画像用、シアン画像用および黒色画像用の
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それぞれ４つの作像ユニット４０Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋから構成されている。中間転写ベルト
４６の回転方向に、黄色作像ユニット４０Ｙ、マゼンタ作像ユニット４０Ｍ、シアン作像
ユニット４０Ｃ、および黒色作像ユニット４０Ｂがこの順に並設されている。
【００３８】
　貯留部２３Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋは液状現像剤２２としての液状トナーを収容し、不図示の
供給手段、制御手段により作像ユニット４０へ貯留部２３内部の液状トナーが供給される
。これら各色の作像ユニット４０Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋは、それぞれ、実質的に同一の構成を
有しており、各色に対応する画像データに基づいて、黄色、マゼンタ、シアン、および黒
色の画像が形成される。これによって、中間転写ベルト４６上で重ね合わせて４色のトナ
ーからなる画像が形成され、２次転写ステーション部で記録シート２１上への転写が行わ
れる。そして、記録シート２１上のトナー画像を定着装置で加熱加圧することにより、記
録シート２１上にフルカラー画像が形成される。
【００３９】
　図２における各作像ユニット４０の構成部品は、黄色画像用の作像ユニット４０Ｙ，Ｍ
，Ｃ，Ｂｋにおいてそれぞれ同一であるので、各色に関する構成について同一の符号で表
すものとし、省略してある符号については、対応する他の色の構成に同じであるものとす
る。
【００４０】
　各作像ユニット４０Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋは、それぞれ静電潜像が形成される潜像担持体と
なる感光体４１を備え、これらの感光体４１の周囲には、周方向に帯電手段４２である帯
電器、信号光路Ｌ１、作像ユニット４０、転写手段３２、およびクリーナ４４がそれぞれ
配置されている。
【００４１】
　感光体４１は、有機光導電体（organic photoconductor, 略称「ＯＰＣ」）等の感光性
材料を表面に有する略円筒のドラム形状を呈し、露光ユニット４３の上方に配設され、駆
動手段と制御手段によって、所定方向（図中矢印方向）に回転駆動するように制御されて
いる。帯電手段４２は、感光体４１の表面を所定の電位に均一に帯電するためのスコロト
ロン方式の帯電器であって、感光体４１の外周面に近接して配置されている。
【００４２】
　露光器は、画像処理部（図示省略）から出力された画像データに基づいて、帯電手段４
２によって帯電される感光体４１の表面にレーザ光を照射して露光することにより、露光
部の電位を低下させ当該表面に画像データに応じた静電潜像を書込み形成する機能を有す
る。露光器は、各作像ユニット４０Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋ応じて、黄色、マゼンタ、シアン、
または黒色に対応する画像データが入力されることにより、対応する色に応じた静電潜像
を形成する。露光器としては、複数の発光素子をアレイ状に並べた書込み装置、たとえば
、書込みヘッドを使用することができ、書き込み装置は、たとえば、レーザ照射部および
反射ミラーを備えたレーザスキャニングユニット（laser scanning unit, 略称「ＬＳＵ
」）の他、ＥＬ（Electro Luminescence）やＬＥＤ等を使用することができる。
【００４３】
　現像剤供給手段２０には、各作像ユニット４０Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋ画像形成に応じて、黄
色、マゼンタ、シアン、または黒色の貯留部２３から供給された液状現像剤２２が収容さ
れている。この液状現像剤２２は、不揮発性のキャリア液に、各色の顔料を含有し感光体
４１に帯電される表面電位と同極性に帯電した粒子状の固形成分を分散させたものである
。この液状現像剤２２はキャリア液中に固形成分を所定濃度となるように混合・分散され
ている。この液状現像剤２２は粘度が１００～１００００ｍＰａ・ｓで固形分濃度は５～
４０％の範囲が望ましく、さらに具体的には粘度が３００ｍＰａ・ｓ、固形分濃度が１５
％である。
【００４４】
　作像ユニット４０は、液状現像剤２２を担持する現像剤担持体となる現像ローラ４８を
有している。現像ローラ４８は、固形分トナーが感光体４１へ移動し得る現像領域へ液状
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現像剤２２を搬送するように構成されている。現像ローラ４８上の液状現像剤２２が感光
体４１上の静電潜像に接触し、現像ローラ４８に印加された現像バイアスによる現像電界
により、静電潜像を当該色トナーにて現像して視認可能なトナー画像を形成する。
【００４５】
　本実施形態において、感光体４１に帯電される表面電位の極性および使用する固形分ト
ナーの帯電極性は、ここでは、何れも正極性（プラス）とされている。１次転写器５１は
、感光体４１上のトナー画像を中間転写ベルト４６上に転写するものであり、トナーの帯
電極性とは、逆極性（ ここでは、負極性 ）のバイアス電圧が印加される１次転写ローラ
５１ａを有している。
【００４６】
　クリーナ４４は、中間転写ベルト４６への画像転写後に、感光体４１の外周面上に残存
しているトナーを除去・回収するものであり、ウレタンゴムからなるクリーニングブレー
ド５０を感光体４１の表面に当接させている。
【００４７】
　中間転写ベルト４６は半導電性のポリイミドからなり、各色の作像ユニット４０の感光
体４１上に形成されたトナー画像を位置を合わせて重ね合わせることにより、表面に４色
のトナーからなるトナー画像を担持する。そして、中間転写ベルト４６が回転することに
より４色のトナー画像は２次転写ステーション部へ搬送される。２次転写ステーション部
では、トナー画像の搬送とタイミングを合わせて搬送される記録シート２１を介して、２
次転写ローラ５２が中間転写ベルト４６に圧接する。このとき、２次転写ローラ５２には
トナーを引きつける負電位が印加され、中間転写ベルト４６上のトナー画像を記録シート
２１へ転写させる。
【００４８】
　中間転写クリーナ４７は被転写材となる記録シート２１への画像転写後に、中間転写ベ
ルト４６の外周面上に残存しているトナーを除去・回収するものであり、クリーナ４４と
同様にウレタンゴムからなるクリーニングブレード５０を中間転写ベルト４６に当接して
いる。
【００４９】
　紙搬送部４９は、記録シート２１の搬送タイミングを制御するレジストローラ対４９ａ
、用紙の搬送経路を規定する用紙ガイド４９ｂを備え、２次転写ステーション部において
中間転写ベルト４６上の４色トナー画像が転写される記録シート２１を搬送するものであ
る。
【００５０】
　定着装置は、加熱ローラ５４および加圧ローラ５５を備え、これら圧力が付与されるニ
ップ部に記録シート２１が搬送されることで、記録シート２１上に転写されたトナー画像
を熱圧着して記録シート２１上に定着させる。
【００５１】
　このように構成された画像形成装置３０では、紙搬送部４９にて搬送される記録シート
２１は、中間転写ベルト４６と２次転写ローラ５２との対向位置を通過する際に、２次転
写ローラ５２による転写電界の作用にて、中間転写ベルト４６上の４色トナー画像が一括
して記録シート２１上に転写される。これによって、記録シート２１上に４色のトナー画
像が形成される。こうしてトナー画像が転写された被転写材となる記録シート２１は、定
着装置によってトナー画像の定着処理が行われた後に、不図示の排紙トレイに送出される
。
【００５２】
　画像形成装置３０には、図示しない制御手段が設けられる。制御手段は、たとえば、画
像形成装置３０の内部空間における上部に設けられ、図示しない、制御部、演算部、記憶
部などからなる中央処理装置（ＣＰＵ）を備えるマイクロコンピュータなどによって実現
される処理回路を含む。ＣＰＵの記憶部には、画像形成装置３０の上面に配置される図示
しない操作パネルを介する画像形成命令、画像形成装置３０内部の各所に配置される図示
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しないセンサなどからの検知結果、外部機器からの画像情報などが入力され、入力される
各種データ（画像形成命令、検知結果、画像情報など）に基づいて演算部による判定が行
われ、演算部の判定結果に応じて制御部から制御信号が送付され、画像形成装置３０の全
動作が制御される。記憶部には、この分野で常用されるものを使用でき、たとえば、リー
ドオンリィメモリ（ＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、ハードディスクドラ
イブ（ＨＤＤ）などが挙げられる。
【００５３】
　外部機器には、画像情報の形成または取得が可能であり、かつ画像形成装置３０に電気
的に接続可能な電気・電子機器を使用でき、たとえば、コンピュータ、デジタルカメラ、
テレビ、ビデオレコーダ、ＤＶＤレコーダ、ファクシミリ装置などが挙げられる。制御手
段は、前述の処理回路とともに電源を含み、電源は制御手段だけでなく、画像形成装置３
０内部における各装置にも電力を供給する。
【００５４】
　画像形成装置３０は、現像剤供給手段２０において、感光体４１上に形成されるトナー
画像を、記録シート２１に転写してトナー画像を担持させる。記録シート２１は、記録媒
体供給手段３３から転写手段３２の中間転写ベルト４６外周面に送給され、中間転写ベル
ト４６によって搬送される。トナー画像を担持する記録シート２１は定着手段３４に搬送
されて加熱加圧を受け、記録シート２１にトナー画像を定着させた後、排出手段３５によ
って画像形成装置３０の内部から画像形成装置３０の外部に排出される。この外出が終了
して、一連の画像形成動作を完了する。
【００５５】
　本発明の画像形成装置３０において、中間転写ベルト４６、各ローラなどに用いられる
材料、層構造、寸法などは、電子写真方式の画像形成分野で常用されるものをそのままま
たは適宜変更して使用できる。また、ローラに代えて、ベルトなどの無端状部材を用いる
こともできる。さらに中間転写ベルト４６、搬送ベルトなどは無端状部材とされるけれど
も、ローラ形態にすることもできる。本発明の画像形成装置３０は、各実施の形態におい
て、タンデム方式のカラー画像形成装置３０として示すけれども、それに限定されず、た
とえば、中間転写ベルト４６が１回回転する毎に１色の画像を重ね合わせる、いわゆる４
回転方式のカラー画像形成装置３０とすることもできる。また、カラー画像形成装置３０
に限定されず、単色画像形成装置とすることもできる。このような本発明の画像形成装置
３０は、たとえば、複写機、プリンタ、ファクシミリ、またはこれらの２種以上の複合機
として使用される。
【００５６】
　図２において液状現像剤２２は、Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｂｋのトナー４色で構成しているが、特
にこれら４色に限定せず、例えばシアンおよびマゼンタと同一の色相で濃度がより薄い特
性をもつライトシアン（ＬＣ）およびライトマゼンタ（Ｌｍ）を加えた６色であっても良
い。
【００５７】
　図３は、本発明の第１実施形態における現像剤供給手段２０を、攪拌部２４の回転軸線
に垂直な平面で切断して見た断面図である。図１および図３に示すように、現像剤供給手
段２０に含まれる駆動部２６は、攪拌部２４を予め定める軸線まわりに回転させる。攪拌
部２４は、前記軸線まわりに回転することによって、液状現像剤２２を攪拌する。支持部
２５は、攪拌部２４を、軸線まわりに回転可能に支持する軸受２７を有する。軸受２７は
、貯留部２３に設けられる。駆動部２６は、かさ歯車を有し、該かさ歯車を介して、攪拌
部２４を予め定める軸線まわりに回転させ、攪拌部２４は、軸線まわりに回転することに
よって液状現像剤２２を攪拌する。支持部２５は、攪拌部２４を、軸線まわりに回転可能
に支持する軸受２７を有する。以下、攪拌部２４の回転に関する予め定める軸線を「回転
軸線」と称する。
【００５８】
　攪拌部２４は、２つの攪拌スクリュー６６を含み、回転軸線を略水平に配置する姿勢で
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設置される。「略水平」は「水平」を含む。２つの攪拌スクリュー６６は、貯留槽の内部
空間において、最も下方の近くに配置される。これによって、貯留槽に貯留される液状現
像剤２２が残りわずかとなった状態においても、攪拌スクリュー６６は、液状現像剤２２
を攪拌することができる。攪拌スクリュー６６には、軸線まわりに回転可能な攪拌ギア６
８が設けられる。攪拌ギア６８は、かさ歯車を含んで実現される。駆動部２６は、攪拌部
２４よりも上方に配置される。駆動部２６に設けられるかさ歯車は、攪拌ギア６８に対し
上方から接触し、噛合う。
【００５９】
　本実施形態の現像剤供給手段２０は、図３に示すように、液状現像剤２２を貯留するト
ナータンクとしての現像剤槽６２を備える。貯留部２３には、現像剤槽６２から液状現像
剤２２が供給され、貯留部２３内の液状現像剤２２は、所定の液面高さに保たれる。現像
剤供給手段２０は貯留部２３内に、液面に平行な軸線まわりに回転する、現像ローラ４８
、塗布ローラ５７、供給ローラ５６、および攪拌スクリュー６６を備えている。
【００６０】
　攪拌スクリュー６６は、液状現像剤２２に浸された状態で回転可能に、平行に設けられ
、駆動部２６によって回転軸線まわりに回転駆動されることによって、液状現像剤２２を
攪拌する。これによって固形分の沈殿を防止し、液状現像剤２２内の固体成分の分布を、
均一に保つ。各攪拌スクリュー６６の攪拌による液状現像剤２２の流れる向きは、各攪拌
スクリュー６６において互いに逆向きとして設定される。塗布ローラ５７は、表面に所定
の形状、大きさ、分布密度で形成される、溝状の凹みを有する。塗布ローラ５７は、ステ
ンレスからなるグラビアローラである。塗布ローラ５７には、表面に付着する液状現像剤
２２量を規制する規制ブレード５９が接触する。規制ブレード５９は、ステンレスの薄板
を含んで形成される。塗布ローラ５７は、現像ローラ４８に軽く押圧されて回転駆動され
、現像ローラ４８に対向する面が一定の向きに等速で変位する。
【００６１】
　供給ローラ５６は、その回転軸を貯留部２３の液状現像剤２２の液面よりも上方に位置
させて設置される。供給ローラ５６は、その回転軸に平行な表面部の一部が液状現像剤２
２に浸った状態で回転し、液状現像剤２２を表面に担持して塗布ローラ５７へ供給する。
供給ローラ５６と塗布ローラ５７とは、液状現像剤２２のない状態では間隔を保って設け
られ、この間隔は供給ローラ５６表面に担持される液状現像剤２２層の厚さよりも小さく
、０．３ｍｍ程度に設定されている。供給ローラ５６の周速度と塗布ローラ５７の周速度
とは互いに同一であり、互いの表面は、同じ向きに変位する。供給ローラ５６と塗布ロー
ラ５７とは逆方向に回転する。
【００６２】
　貯留部２３には、感光体４１の近傍で、感光体４１に臨む位置に、現像用開口部が設け
られている。現像用開口部は、貯留部２３の内部空間と外部空間とを連通する貯留部２３
の開口部である。現像ローラ４８は、貯留部２３の現像用開口部から一部を露出させた状
態で感光体４１近傍の貯留部２３に設置される。貯留部２３全体は、感光体４１に押圧付
勢されており、これによって現像ローラ４８は、感光体４１に軽接触している。図示はし
ていないけれども、現像ローラ４８に交流電圧を重畳した直流電圧である交番電圧のパル
スを印加しても良く、現像ローラ４８と感光体４１を非接触としても良い。
【００６３】
　現像ローラ４８は、ステンレス製の芯金に導電性のウレタンゴムを積層して形成され、
不図示の制御手段・駆動手段によって、所定方向（図中矢印）に感光体４１の表面に対し
て等速同方向に回転駆動するように構成されている。
【００６４】
　液状現像剤２２は、不揮発性の液体キャリアに、各色の顔料を含有する固形分粒子を含
む液状トナーである。この液状現像剤２２は、供給ローラ５６表面に表面張力で吸着され
、供給ローラ５６の回転により塗布ローラ５７との対向部へ搬送される。塗布ローラ５７
とのギャップは供給ローラ５６上の液状現像剤２２層の厚みよりも小さいため、液状現像
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剤２２層は塗布ローラ５７との対向部前にトナー溜まりを形成する。そして、塗布ローラ
５７の回転により液状現像剤２２層が塗布ローラ５７表面に担持される。塗布ローラ５７
上の液状現像剤２２は、規制ブレード５９により塗布ローラ５７表面の溝深さ、溝密度に
より決まる所定量に規制される。塗布ローラ５７上で規制された液状現像剤２２層は現像
ローラ４８との接触部へ搬送され、現像ローラ４８上に均一な所望の液状現像剤２２層を
形成する。
【００６５】
　本実施形態の現像剤供給手段２０を前述のような構成とすることによって、現像剤供給
手段２０は、感光体４１との対向する現像ローラ４８に一定量の液状現像剤２２を供給す
る。該現像ローラ４８へ供給された液状現像剤２２における固形分粒子は、感光体４１の
表面に形成された静電潜像の静電気力によって吸引され、静電潜像を現像してトナー画像
を形成する。また、現像剤供給手段２０は、前記の対向位置へ供給された液状現像剤２２
のうち、キャリア液および現像に供されなかった固形分粒子は、現像ローラ４８の回転に
よって、再び貯留部２３２内に戻され、ウレタンゴム製の掻き取りブレード６０によって
掻き取られる。
【００６６】
　図１に示すように、本実施形態において駆動部２６は、所定の直線まわりに回転する回
転軸を含む。所定の直線は、貯留部２３に貯留される液状現像剤２２の液面に角度を成す
直線である。具体的には、所定の直線は、回転軸線に角度を成す直線であり、回転軸は、
回転軸線に角度を成す直線まわりに回転する。この回転軸は、以下に説明する受動回転軸
７２である。駆動部２６は、ＤＣモータ側のかさ歯車である駆動ギア６９と、かさ歯車で
実現され、貯留部２３の外部空間において駆動ギア６９によって回転される受動ギア７１
と、受動ギア７１と一体で回転する受動回転軸７２と、貯留部２３の内部空間に位置し、
受動回転軸７２の端部に設けられたかさ歯車である伝達ギア７４と、回転部材としての攪
拌スクリュー６６を回転させるかさ歯車である攪拌ギア６８とを含んで構成される。支持
部２５の軸受２７は、回転軸線の両端に位置する貯留部２３の壁面の一部に、凹部として
形成され、攪拌スクリュー６６を回転可能に支持する。回転軸線の両端部近傍において、
貯留部２３の壁面には貫通孔を設けない。これらのかさ歯車は円錐角４５度のすぐ歯かさ
歯車であり、噛み合うかさ歯車の回転軸の成す角である軸角は９０度である。
【００６７】
　貯留部２３の外部から供給される駆動力によって駆動ギア６９が回転すると、これに噛
み合う受動ギア７１が回転する。受動ギア７１の回転によって、受動回転軸７２と伝達ギ
ア７４とが回転して攪拌ギア６８を回転させる。これによって、攪拌スクリュー６６が回
転する。このとき、受動回転軸７２は、図示のように、予め定められる液状現像剤２２の
液面に対して鉛直上方に位置する。このため、駆動部２６の稼動によって液状現像剤２２
が液面から組み上げられることがない。これによって、受動ギア７１、駆動ギア６９およ
び貯留部２３の外部の駆動部２６に液状現像剤２２が付着することがない。したがって、
装置内の液状現像剤２２の汚染、付着を防止することができ、装置内を長期間にわたって
清潔に保つことができる。
【００６８】
　本実施形態では、回転部材が貯留部２３の外側に突出していないので、回転部材の貫通
孔を貯留部２３の壁面に形成する必要がない。これによって、回転軸線上の貫通孔からの
液状現像剤２２の漏れ、流出を防止することができる。また、回転軸線方向に攪拌スクリ
ュー６６が移動する場合にも、軸受２７で攪拌スクリュー６６軸が摩耗した場合にも、液
状現像剤２２が漏出することがない。このため、回転部材である攪拌スクリュー６６軸に
撓みやすい小径の軸や樹脂部材を用いても、液状現像剤２２が機内を汚染することを防止
できる。これによって、トナーの漏出を防止しながら、安価で簡素な構成を実現すること
ができる。
【００６９】
　本実施形態では不揮発性のキャリア液を用いているため漏出した液状現像剤２２が気化
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しにくく、微量の漏出量でも滲出、蓄積して画像形成装置３０の機内を汚染してしまう。
揮発性のキャリア液を用いる場合には、例えば、貯留部２３から揮発するキャリアを適宜
吸引してフィルタ等を介して揮発成分を除去して画像形成装置３０の外へ排出する構成と
しても良い。また、貯留部２３から揮発成分が漏洩するのを密閉によって阻止しても良い
。更に、貯留部２３の温度を制御して、揮発性のキャリア液の気化、揮発を抑制しても良
い。
【００７０】
　本実施形態では、駆動部２６がかさ歯車を有することにより、回転部材の端部を保持す
る構成であり、かつ回転軸の回転速度を等速で回転部材へ伝達しながら、駆動部２６を小
型で簡素な構成とすることができる。
【００７１】
　本実施形態で用いたかさ歯車に替わって、ユニバーサルジョイントや等速ジョイントを
用いても、駆動部２６に液状現像剤２２面と交差する回転軸を設けることは可能である。
この構成によっても、前記のような効果を得ることはできる。しかし、これらのジョイン
トを用いる場合には、回転部材の端部にカップリングを設置することが必要で、しかも、
この回転軸と回転部材のなす角を直角に設定することができない。このため、駆動部２６
が大型となり、構成も複雑になる。
【００７２】
　本実施形態では、回転部材の軸受２７が貯留部２３の壁面に設けられることにより、回
転部材を両端で回転自在に保持することとなる。これによって、トナー溜の壁面以外に回
転部材を支持する強度を有する壁面を設ける必要がなく、貯留部２３および駆動部２６を
小型で簡素な構成とすることができる。
【００７３】
　本実施形態では、作像ユニット４０に貯留部２３を設けることにより、静電潜像に液状
現像剤２２を接触させる現像ローラ４８、現像部材へ液状現像剤２２を供給する供給ロー
ラ５６、供給ローラ５６へ供給されるトナーを攪拌、搬送するトナースクリュー等の作像
プロセスに必要な回転部材を設けても貯留部２３からの液状現像剤２２の漏出を防止して
、機内を汚染することを防止できる。
【００７４】
　本実施形態では、前記の貯留部２３内の回転部材が、液状現像剤２２を攪拌するために
液状現像剤２２に浸った状態で回転する攪拌部２４となるが、回転部材の端部が貯留部２
３の壁面を貫通しないので、攪拌部２４の軸受２７にシール部材が不要である。これによ
って、攪拌部２４を樹脂で一体成型されたスクリュー部材の様な曲げ剛性の低い部材で構
成しても、液状現像剤２２の漏出を防止することができる。
【００７５】
　第１実施形態によれば、回転部２４は、貯留部２３の内部空間に設けられ、支持部２５
は、貯留部２３に内部空間を臨んで設けられる。これによって、貯蔵部２３に貯留された
液状現像剤２２の移動を補助することと、液状現像剤２２の貯留部２３からの漏れを防止
することとを両立することができる。回転部２４は、貯留部２３の内部空間に設けられ、
回転部２４を支持する支持部２５は、内部空間を臨んで貯留部に設けられるので、支持部
２５は、貯留部２３の外部空間に突出することなく回転部２３を支持することができる。
これによって、支持部２５に沿って液状現像剤２２が貯留部２３の内部空間から外部空間
に漏れることを防止することができる。また、支持部２５に沿った液状現像剤２２の移動
を阻止するための密閉を省くことができる。したがって、支持部２５に設けられる密閉の
ための部材を省くことができる。これによって、部品点数を低減し、製造にかかる工程数
を低減し、製造費用を低減することができる。また液状現像剤２２の漏れを防止すること
ができるので、貯蔵部２３の外部空間における液状現像剤２２による汚染を防止すること
ができる。
【００７６】
　また第１実施形態によれば、駆動部２６は、回転部２４を予め定める軸線まわりに回転
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させ、支持部２５は、回転部２４を、軸線まわりに回転可能に支持する軸受２７を有する
。軸受２７は、貯留部２３に設けられる。これによって、貯留部２３から離れた位置に軸
受を設ける構成に比べて、支持部２５の構造を簡単化することができる。
【００７７】
　また第１実施形態によれば、駆動部２６は、所定の直線まわりに回転する回転軸を含み
、所定の直線は、貯留部２３に貯留される液状現像剤２２の液面に角度を成す直線である
。これによって、回転部２４に対する駆動部２６の相対位置を、回転軸線の延長線上とは
異なる位置に配置することができる。したがって、駆動部２６を設ける設定位置を、異な
る構成とすることができ、駆動部２６の設計にかかる自由度を高くすることができる。し
たがって駆動部を、液状現像剤２２の液面よりも上方に配置することも可能となる。
【００７８】
　また第１実施形態によれば、駆動部２６は、かさ歯車を有し、該かさ歯車を介して、回
転部を予め定める軸線まわりに回転させ、支持部２５は、回転部２４を、回転軸線まわり
に回転可能に支持する軸受を有する。これによって、駆動部２６および駆動部２６による
回転部２４の動作を簡単化することができる。回転部２４は予め定める回転軸線まわりに
回転することによって液状現像剤２２を攪拌するので、単一の繰返し動作を行うことによ
って攪拌することができる。また回転部２２を回転させる駆動部２６は、かさ歯車を介し
て駆動力を伝達するので、他の駆動機構によって駆動力を伝達する場合に比べて、簡単な
構成によって駆動部を実現することができる。
【００７９】
　また第１実施形態によれば、画像形成装置３０は、感光体４１と、帯電手段４２と、ク
リーナ４４とをさらに含んで構成される。感光体４１は、回転可能に設けられる。帯電手
段４２は、感光体４１の表面部に接触または近接して配置され、表面部を帯電させて静電
潜像を形成する。現像剤保持手段２０は、感光体４１の回転に伴う表面部の移動経路に関
して帯電手段４２よりも下流側かつクリーナ４４よりも上流側に配置され、感光体４１の
表面部に液状現像剤２２を供給する。これによって、貯留部２３に貯留された液状現像剤
２２が感光体の表面部に供給されても、帯電手段４２が液状現像剤２２によって汚染され
ることを防止することができる。
【００８０】
　また第１実施形態によれば、現像剤保持手段２２は、仕切板７６をさらに含んで構成さ
れる。仕切板７６は、貯留部２３の内部空間に配置され、感光体４１の表面部に供給され
るための液状現像剤２２が貯留される貯留用空間と、駆動部２６の少なくとも一部が配置
される駆動部用空間とを仕切る。これによって、駆動部２６において発生する可能性のあ
る磨耗粉が、液状現像剤２２に混入することを防止することができる。したがって、画像
の均一性を保持することができ、画像品質の低下を防止することができる。
【００８１】
　また第１実施形態によれば、液状現像剤２２は、固体成分と、固体成分が分散した液体
とを含み、現像剤保持手段は、液状現像剤２２の移動に関して最も上流側に配置される現
像剤供給手段２０であり、回転部２４は、液状現像剤２２を攪拌可能である。これによっ
て、固体成分を含む液状現像剤２２を、その移動に関して最も上流側で、攪拌しておくこ
とができる。したがって、固体成分と液体とが分離することを防止することができる。ま
た液状現像剤２２が貯留部２３の内部空間から外部空間に漏れることが防止されるので、
液状現像剤２２を均一化することと、貯蔵部２３の外部空間における液状現像剤２２によ
る汚染を防止するとを、両立することができる。
【００８２】
　また回転部２４は、貯蔵部２３を貫通することなく、貯蔵部２３の内部空間に設けられ
るので、回転部の軸受には、気密性を有するシール材を省略することが可能となる。した
がって、回転部が軸受に対して気密を維持しながら摺動する場合に比べて、回転部を硬度
の低い材料で実現することが可能となる。これによって、回転部を樹脂で作製することが
でき、作成費用を低減することもできる。
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【００８３】
（第２実施形態）
　図４は、本発明の第２実施形態における駆動部２６の断面図である。第２実施形態に係
る画像形成装置３０は、第１実施形態に係る画像形成装置３０に類似しており、以下、第
１実施形態に対する第２実施形態の相違点を中心に説明する。本実施形態においては、図
４に示すように、かさ歯車である伝達ギア７４Ａ、および攪拌ギア６８Ａが、まがり歯か
さ歯車によって実現される。伝達ギア７４Ａの歯すじは、伝達ギア７４Ａの回転軸に対し
て２０度のねじれ角を有する。同様に、攪拌ギア６８Ａの歯すじは、攪拌ギア６８Ａの回
転軸に対して２０度のねじれ角を有する。
【００８４】
　本実施形態では、回転部材に設けられたかさ歯車がねじれ角を有するため、かさ歯車の
回転により、回転軸の軸方向に液状現像剤２２を流動させて攪拌することができる。これ
によって、回転部材端部、貯留部２３の隅部に液状現像剤２２が滞留して固形分が沈殿、
ゲル化することを防止できる。このため、トナー固形分を有効利用できると共に、局所的
に液状現像剤２２の固形分濃度が上昇して画像濃度が不均一となって画像品位を低下させ
ることを防止できる。
【００８５】
　また第２実施形態によれば、かさ歯車は、ねじれかさ歯車である。これによって、互い
に噛合う２つのねじれかさ歯車が、両方のねじれかさ歯車の回転軸線を含む平面に平行な
方向に振動することを防止することができる。したがって、すぐばかさ歯車を使用する場
合に比べて、かさ歯車の駆動に伴う振動および騒音を低減することができる。
【００８６】
（第３実施形態）
　図５は、本発明の第３実施形態における現像剤保持手段２０の断面図である。図６は、
本発明の第３実施形態における伝達ギア７４Ｂおよび攪拌ギア６８Ｂの側面図である。第
３実施形態に係る画像形成装置３０は、第１実施形態に係る画像形成装置３０に類似して
おり、以下、第１実施形態に対する第３実施形態の相違点を中心に説明する。
【００８７】
　本実施形態においては、図５に示すように、駆動部２６の駆動ギア６９Ｂ、受動ギア７
１Ｂの回転軸が食い違い軸であり、伝達ギア７４Ｂ、攪拌ギア６８Ｂの回転軸も食い違い
軸である。そして、駆動ギア６９Ｂ、受動ギア７１Ｂ、伝達ギア７４Ｂ、攪拌ギア６８Ｂ
がねじ歯車であり、ねじれ角は４５度、ねじれ方向は右方向で同方向、食い違い軸である
ねじ歯車の回転軸の軸角は９０度である。攪拌スクリュー６６、伝達回転軸はその両端を
回転可能に支持されている。
【００８８】
　さらに、貯留部２３内において、攪拌スクリュー６６の攪拌ギア６８Ｂおよび伝達ギア
７４Ｂを内包する駆動部２６用空間と、貯留部２３内の液状現像剤２２が貯留され、作像
のために移動する著流用空間とが、仕切板７６によって仕切られる。仕切板７６は攪拌ス
クリュー６６の回転軸に対して隙間を有して設置され、液状現像剤２２を仕切板７６の内
部に完全に密閉するものではない。
【００８９】
　本実施形態では、駆動部２６が、ねじ歯車を有することにより、回転部材の端部を保持
する構成であり、かつ回転軸の回転速度を等速で回転部材へ伝達しながら、駆動部２６を
小型で簡素な構成とすることができる。さらに、ねじれギアおよびハイポイドギアは入力
軸と出力軸が食い違い軸でもかみ合わせ可能なため、回転部材、回転軸の両端を支持して
安定して回転・かみ合わせさせることができる。ハイポイドギア対を成す２つの歯車のう
ち、一方の歯車の軸線と他方の歯車の軸線とを、ねじれの位置に配置することができる。
したがって、すぐばかさ歯車を使用する場合に比べて、駆動部２６の設計にかかる自由度
を高くすることができる。
【００９０】
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　ユニバーサルジョイントや等速ジョイントを用いても、駆動部２６に液状現像剤２２面
と交差する回転軸を設けることは可能である。しかしながら、これらのジョイントを用い
る場合には、回転部材の端部にカップリングを設置することが必要で、しかも、この回転
軸と回転部材のなす角を直角に設定することができない。このため、駆動伝達部が大型と
なり、構成も複雑になる。
【００９１】
　また、駆動部２６にウォーム歯車を用いても、駆動部２６に液状現像剤２２面と垂直な
回転軸を設けることは可能である。しかしながら、ウォーム歯車は減速比が大きく、ウォ
ームホイールの回転によってウォームギアを回転させることができず、さらに、駆動伝達
効率が低いという短所がある。
【００９２】
　さらに、駆動部２６にフェースギアを用いても、駆動部２６に液状現像剤２２面と垂直
な回転軸を設けることは可能である。しかしながら、フェースギアは大形の歯車を用いる
ため、駆動手段が大型化してしまう。
【００９３】
　また、本実施形態では、貯留部２３内の内部空間において、回転部材に駆動力を伝達す
る駆動部２６の一部が位置する駆動部２６用空間と、貯留部２３内において液状現像剤２
２が作像に使用される貯留用空間とを仕切板７６によって仕切るので、駆動部２６の稼動
によって発生する可能性のある摩耗粉等が、貯留部２３用空間に移動することを防止する
ことができる。これによって、摩耗粉が画像に付着して画像の均一性を損なって、画像品
位を低下させることを防止できる。
【００９４】
　また本発明によれば、駆動部２６は、回転軸線に角度を成す直線まわりに回転する受動
回転軸７２を含む。これによって、回転部２４に対する駆動部２６の相対位置を、回転軸
線の延長線上とは異なる位置に配置することができる。したがって、駆動部２６を設ける
設定位置を、異なる構成とすることができ、駆動部２６の設計にかかる自由度を高くする
ことができる。また本実施形態でねじ歯車の一種であるハイポイドギアの回転中心を成す
軸線は、回転軸線に角度を成す直線であり、ねじ歯車の軸線の両端のうち、一方は貯留部
２３内に設置される。貯留部２３内においてねじ歯車の軸を受ける部分には、貯留部２３
の内部空間に臨む軸受が設けられ、ねじ歯車の軸は、貯留部２３を貫通することなく配置
される。
【００９５】
　仕切板７６は攪拌スクリュー６６と隙間を有して設けているので、攪拌スクリュー６６
との間に軸受２７およびシール部材は必要ない。したがって、現像剤供給手段２０を、簡
易にかつ安価に製造することができる。
【００９６】
　食い違い軸の駆動力を伝達する歯車としてねじ歯車について説明したが、この構成に限
るものでなく、ハイポイドギアと同等の食い違い軸に適応できる歯車であれば同様に構成
することができる。
【００９７】
　また、前記の実施形態では、回転部材を攪拌スクリュー６６について説明したが、回転
部材については攪拌スクリュー６６に限るものではなく、現像ローラ４８、塗布ローラ５
７、供給ローラ５６についても同様に構成することができる。
【００９８】
　仕切壁は液状現像剤２２を完全にシールする必要はなく、変形可能で貼付容易なスポン
ジやシート状のフィルター等でも同様に構成することができる。
【００９９】
（第４実施形態）
　図７は、本発明の第４実施形態における現像剤供給手段２０の断面図である。第４実施
形態に係る画像形成装置３０は、第１実施形態に係る画像形成装置３０に類似しており、
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以下、第１実施形態に対する第４実施形態の相違点を中心に説明する。
【０１００】
　本実施形態においては、図７に示すように、攪拌部２４としての攪拌パドル７７を、貯
留部２３内に設けている。この攪拌パドル７７は、樹脂製の回転軸に楕円形の攪拌板を一
体に成型した部品で、貯留部２３内の液状現像剤２２の液面下で回転し、液状現像剤２２
を攪拌する攪拌部２４である。貯留部２３内の液状現像剤２２が現像用開口部から感光体
４１に供給されて、画像形成を行う。
【０１０１】
　攪拌パドル７７は回転軸線まわりに回転可能に設置され、貯留部２３の壁面に凹部とし
て設けられた軸受２７によって支持される。攪拌パドル７７には第１実施形態と同様に、
すぐ歯かさ歯車が攪拌ギア６８として設けられる。攪拌パドル７７と受動ギア７１とは互
いの回転軸線が直交し、液状現像剤２２の液面よりも鉛直上方で噛合う。
【０１０２】
　本実施形態では、駆動部２６にすぐ歯かさ歯車を用いているので、軸方向に受動ギア７
１が移動することにより容易に駆動ギア６９との噛み合いを契合、離脱することができる
。また本実施形態では、前記の貯留部２３に液状現像剤２２を貯留することによって、液
状現像剤２２中の固形分の沈殿、ゲル化を防止しながら、貯留部２３からの液状現像剤２
２の漏出を防止することができる。また、機内の汚染を防ぐことができる。
【０１０３】
　本実施形態においても、第１実施形態と同様に、前記の貯留部２３内の攪拌部２４が、
液状現像剤２２を攪拌するために液状現像剤２２に浸った状態で回転する攪拌部２４とな
る。攪拌部２４材の端部が貯留部２３の壁面を貫通しないので、攪拌部２４材の軸受２７
にシール部材が不要となり、これによって、攪拌部２４材を、樹脂で一体成型されたスク
リュー部材のような、曲げ剛性の低い部材で構成しても、液状現像剤２２の漏出を防止す
ることができる。
【０１０４】
　第４実施形態において、回転可能に設けられる現像ローラ４８、塗布ローラ５７および
供給ローらは、感光体４１にトナーを供給する貯留部２３に設ける構成について説明した
が、この構成に限るものではない。たとえば感光体４１から回収した液状現像剤２２を貯
留する回収タンクを設け、感光体４１から回収タンク内に液状現像剤２２を移動させる構
成とすることも可能である。
【０１０５】
　また、前記の実施の形態においては、受動回転軸７２を液状現像剤２２の液面よりも鉛
直上方に配置し、液面に平行な面に対して直交する構成について説明したが、本実施形態
に限るものではなく、受動ギア７１と攪拌ギア６８とが液面よりも上方に設置されていれ
ば、前記の効果を得ることができる。
【０１０６】
　また、前記実施の形態においては、駆動部２６としてすぐ歯かさ歯車について説明した
が、本技術は駆動部２６の回転軸が液状現像剤２２の液面と交差するものであり、すぐ歯
かさ歯車に限定されるものではなく、曲がり歯かさ歯車等のかさ歯車は言うまでもなく、
ハイポイドギア、ねじ歯車、フェースギア等の駆動の入力軸と出力軸が所定の角度を有し
た状態で回転駆動力を伝達できる歯車要素を用いても同様に構成することができる。さら
にハイポイドギア、ねじ歯車、フェースギアを用いる場合には駆動の入力軸と出力軸が交
差しない食い違い軸でも構成可能なため、回転部材と駆動手段を配置する設計の自由度を
広げることができる。
【０１０７】
　また、前記実施の形態においては、駆動部２６の一部としてかさ歯車について説明した
が、本技術は駆動部２６の回転軸が液状現像剤２２の液面と交差するものであり、かさ歯
車に限定されるものではなく、ウォーム歯車、ユニバーサルジョイント、等速ジョイント
等を用いることができる。すなわち、駆動部２６に使用される駆動要素としては、回転駆
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動の入力軸と出力軸が所定の角度を成した状態で回転駆動力を伝達できる駆動要素であれ
ばよい。
【０１０８】
（比較例）
　図８は、本発明の比較例における現像剤供給手段２０Ｃの断面図である。比較例におい
て、貯留部２３Ｃの壁面には貫通孔が形成され、貫通孔を規定する部分には軸受２７Ｃが
形成される。図８において、スクリュー軸は貯留部２３Ｃの壁面に設けた貫通孔を貫通し
て貯留部２３Ｃの外部に平歯車からなる攪拌ギア６８Ｃを有し、伝達ギア７４Ｃからの駆
動力を受けて回転する。この貫通孔にはスクリュー軸を回転可能に保持する軸受２７Ｃと
スクリュー軸に密接して液状現像剤２２の漏出を防止するオイルシール、オイルシールと
貫通孔内面との隙間からの液状現像剤２２の漏出を防止する外周シールが設けられている
。この構成では、液漏れを防止するためのシール機構が必要となるので、その構成と製造
工程が複雑になり製品コストの上昇を招くこととなる。さらには、回転部材の剛性が不十
分な場合には、回転トルクにより回転部材が変形しながら回転するため、シール機構と回
転部材の間に隙間が生じやすく、完全に液状現像剤２２の漏出を防ぐことは困難である。
【０１０９】
　第１～第４実施形態では、駆動部２６が、それ自体またはその延長線が貯留部２３内の
液状現像剤２２の液面と交差する回転軸を有することにより、回転軸の一方が液面よりも
重力方向に上方となる。これによって、回転部材へ回転駆動力を伝達しながら、駆動部２
６の回転軸を伝わって、液状現像剤２２が貯留部２３から外部へ漏出することを防止でき
る。
【０１１０】
　図８に示す比較例のように、駆動部２６Ｃがトナー液面に平行な場合には、回転部材を
伝わって現像溜め外へ漏出した液状現像剤２２が垂れ、飛散により機内を汚染するおそれ
がある。一旦平歯車の攪拌ギア６８Ｃに付着すると、不揮発性のキャリア液からなる液状
現像剤２２は、攪拌ギア６８Ｃの回転により伝達ギア７４Ｃに付着する。伝達ギア７４Ｃ
に付着した液状現像剤２２は長時間の使用により、回転に伴い回転軸、受動軸へと移動し
、さらに受動ギア７１Ｃ、駆動ギア６９Ｃを経て装置本体内へと液状現像剤２２が移動し
て、装置本体内を汚染してしまう。
【０１１１】
　これに対し本発明の第１～第４実施形態に係る画像形成装置３０では、長時間使用され
ても、液状現像剤２２が貯留槽の外部に漏れることはなく、また小形かつ簡単な構造とし
て実現することができる。
【０１１２】
　第１～第４実施形態において、現像剤保持手段は、画像形成装置内で液状現像剤の移動
に関して最も上流側に配置される現像剤供給手段２０であるものとし、回転部２４は、貯
留部２３内の液状現像剤２２の一部を移動させることによって液状現像剤２２を攪拌可能
な攪拌部であるものとしたけれども、本発明において現像保持手段は、液体を含む液状現
像剤を保持するものであれば、足りる。また回転部は、貯留部の内部空間に設けられ、予
め定める回転軸線まわりに回転することによって、貯留部に貯留された液状現像剤の移動
を補助するものであれば、足りる。
【０１１３】
　他の実施形態において回転部は、たとえば液状現像剤を搬送する搬送スクリューでもよ
く、また回転によって液状現像剤を感光体４１に移動させる搬送ローラであってもよい。
また現像剤保持手段は、感光体４１に供給された液状現像剤のうち、余剰な液状現像剤を
一時的に貯留する廃トナー貯留部を含む貯留手段であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１１４】
【図１】本発明の第１実施形態における現像剤供給手段２０を、攪拌部２４の回転軸線に
平行な平面で切断して見た断面図である。
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【図２】本発明の第１実施形態に係る画像形成装置３０の側面図である。
【図３】本発明の第１実施形態における現像剤供給手段２０を、攪拌部２４の回転軸線に
垂直な平面で切断して見た断面図である。
【図４】本発明の第２実施形態における駆動部２６の断面図である。
【図５】本発明の第３実施形態における現像剤供給手段２０の断面図である。
【図６】本発明の第３実施形態における伝達ギア７４および攪拌ギア６８の側面図である
。
【図７】本発明の第４実施形態における現像剤供給手段２０の断面図である。
【図８】本発明の比較例における現像剤供給手段２０Ｃの断面図である。
【図９】第１の従来技術に係る画像形成装置における現像剤供給部の断面図である。
【符号の説明】
【０１１５】
　２０　現像剤供給手段
　２１　記録シート
　２２　液状現像剤
　２３　貯留部
　２４　攪拌部
　２５　支持部
　２６　駆動部
　２７　軸受
　３０　画像形成装置
　３２　転写手段
　３３　記録媒体供給手段
　３４　定着手段
　３５　排出手段
　４０　作像ユニット
　４１　感光体
　４２　帯電手段
　４３　露光ユニット
　４４　クリーナ
　４６　中間転写ベルト
　４７　中間転写クリーナ
　４８　現像ローラ
　４９　紙搬送部
　４９ａ　レジストローラ
　４９ｂ　用紙ガイド
　５０　クリーニングブレード
　５１　１次転写器
　５１ａ　１次転写ローラ
　５２　２次転写ローラ
　５３　給紙トレイ
　５４　加熱ローラ
　５５　加圧ローラ
　５６　供給ローラ
　５７　塗布ローラ
　５９　規制ブレード
　６０　掻き取りブレード
　６２　現像剤槽
　６６　攪拌スクリュー
　６８　攪拌ギア
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　６９　駆動ギア
　７１　受動ギア
　７２　受動回転軸
　７４　伝達ギア
　７６　仕切板
　７７　攪拌パドル
　Ｌ１　信号光路

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】
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